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会社分割（簡易吸収分割）によるグループ再編のお知らせ 
 

 当社，北海道電力ネットワーク株式会社（代表取締役社長：藪下裕己。以下，「ほくでんネ

ットワーク」といいます。）及び北電興業株式会社（取締役社長：恩村裕之。以下，「北電興

業」といいます。）は，本日開催の各社の取締役会において，2021年 10月 1日を効力発生日

（予定）として，当社及びほくでんネットワークがそれぞれ営む不動産賃貸事業（宿舎・寮

を含みます。）及び遊休不動産の活用に関わる事業（以下，これらを「本件事業」といいます。）

を，それぞれ吸収分割の方法によって北電興業に承継させることを決議し，当社及び北電興

業間，ほくでんネットワーク及び北電興業間で吸収分割契約を締結いたしましたのでお知ら

せいたします（以下，当社及び北電興業間の吸収分割を「吸収分割①」といい，ほくでんネ

ットワーク及び北電興業間の吸収分割を「吸収分割②」といい，これら２つの会社分割をあ

わせて「本件吸収分割」といいます。）。 

なお，本件吸収分割は，当社の連結子会社との簡易吸収分割及び当社の連結子会社間での

簡易吸収分割であるため，開示事項・内容の一部を省略して開示しております。 

 
記 

Ⅰ．本件吸収分割の目的 
当社グループにおける不動産事業については，当社及び当社の連結子会社である北電興

業が主として実施しておりますが，今回，当社及びほくでんネットワークが営む本件事業

を北電興業に承継してグループの不動産事業を同社に集約することにより，柔軟かつ機動

的な不動産の活用を推進していくことを目的に，本件吸収分割を行います。 

 
Ⅱ．本件吸収分割の要旨 
１．本件吸収分割の要旨 
（１） 本件吸収分割の日程 
    吸収分割契約承認取締役会（当社，ほくでんネットワーク，北電興業） 

                        2021年 5 月 27日 
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    吸収分割契約締結（吸収分割①及び吸収分割②） 2021年 5 月 27日   

    吸収分割効力発生日（吸収分割①及び吸収分割②） 2021年 10 月 1日（予定） 

※ 当社と北電興業の吸収分割（吸収分割①）は，当社においては会社法第 784 条第２項に定め

る簡易吸収分割に，北電興業においては会社法第 796 条第１項に定める略式吸収分割にそれぞ

れ該当するため，いずれも株主総会による決議を経ずに行います。 

  また，ほくでんネットワークと北電興業の吸収分割（吸収分割②）は，ほくでんネットワーク

においては会社法第 784 条第２項に定める簡易吸収分割に，北電興業においては会社法第 796

条第２項に定める簡易吸収分割にそれぞれ該当するため，いずれも株主総会による決議を経ず

に行います。 

  なお，本件吸収分割は，効力発生日の前日までに当社が北電興業の全株式（自己株式を除きま

す。）を直接保有することを条件としています。 

 

（２） 本件吸収分割の方式 
吸収分割①は，当社を分割会社とし，当社の連結子会社である北電興業を承継会社と

する吸収分割（簡易吸収分割）です。 
吸収分割②は，ほくでんネットワークを分割会社とし，北電興業を承継会社とする吸

収分割（簡易吸収分割）です。 
 
（３） 本件吸収分割に係る割当ての内容 

本件吸収分割はいずれも無対価分割とし，北電興業は，株式その他金銭等の割当て及

び交付を行いません。 

 
（４） 分割会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

当社及びほくでんネットワークは新株予約権及び新株予約権付社債を発行していな

いため，該当事項はありません。 
 
（５） 本件吸収分割により増減する資本金 

当社の資本金に増減はありません。 
 
（６） 承継会社が承継する権利義務 

北電興業は，吸収分割①及び吸収分割②それぞれにおいて，本件事業に関する資産，

負債，契約その他の権利義務のうち，吸収分割契約において定めるものを承継します。 

 

（７） 債務履行の見込み 
北電興業は，本件吸収分割後も資産の額が負債の額を上回ることが見込まれること，

現在のところ，本件吸収分割後に負担する債務の履行に支障を及ぼす事態の発生は想定
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されていないことから，本件吸収分割後における北電興業の債務履行の見込みについて

は，問題ないと判断しております。 
 
２． 本件吸収分割の当事会社の概要 
２－１．分割会社（2021年 3月 31日現在） 

吸収分割① 

（１）商号 北海道電力株式会社 
（２）所在地 札幌市中央区大通東１丁目２番地 
（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 藤井 裕 
（４）事業内容 電気事業 等 
（５）資本金 114,291 百万円 

（６）設立年月日 1951年 5月 1日 

（７）発行済株式数 215,292,382株 

（８）決算期 3月 31日 

（９）大株主及び持株比率 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 8.80％ 

株式会社北洋銀行                  4.98％ 

株式会社日本カストディ銀行（信託口）       3.99％ 

日本生命保険相互会社               3.52％ 

北海道電力従業員持株会              2.43％ 
（10）直前事業年度の財政状態及び経営成績（2021年 3月期（連結）） 

純資産 289,733百万円 

総資産 2,001,650百万円 
１株当たり純資産 1,117.26円 
売上高 740,790百万円 
営業利益 53,775百万円 
経常利益 41,150百万円 
親会社株主に帰属する 
当期純利益 

36,155百万円 

１株当たり当期純利益 169.09 円 
 

吸収分割② 

（１）商号 北海道電力ネットワーク株式会社 
（２）所在地 札幌市中央区大通東１丁目２番地 
（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 藪下 裕己 
（４）事業内容 一般送配電事業，離島における発電事業 等 
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（５）資本金 10,000 百万円 

（６）設立年月日 2019年 4月 1日 

（７）発行済株式数 12,150,400株 

（８）決算期 3月 31日 

（９）大株主及び持株比率 北海道電力株式会社               100％ 

（10）直前事業年度の財政状態及び経営成績（2021年 3月期） 

純資産 66,770百万円 

総資産 711,935百万円 
１株当たり純資産 5,495.36円 
売上高 268,484百万円 
営業利益 5,221百万円 
経常利益 1,197百万円 
当期純利益 1,420百万円 
１株当たり当期純利益 116.94円 

 

２－２．承継会社（2021年 3月 31日現在） 

吸収分割①及び吸収分割② 

（１）商号 北電興業株式会社 
（２）所在地 札幌市中央区北１条東３丁目１番地の１ 
（３）代表者の役職・氏名 取締役社長 恩村 裕之 
（４）事業内容 建物の総合管理，土木・建築工事 等 
（５）資本金 95百万円 

（６）設立年月日 1956年 4月 2日 

（７）発行済株式数 158,373 株 

（８）決算期 3月 31日 

（９）大株主及び持株比率 北海道電力株式会社              95.20％ 

（10）直前事業年度の財政状態及び経営成績（2021年 3月期） 

純資産 6,914百万円 

総資産 17,897 百万円 

1株当たり純資産 43,660.84円 

売上高 13,228百万円 
営業利益 221百万円 
経常利益 208百万円 
当期純利益 92百万円 
1株当たり当期純利益 587.21円 
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（注）本件吸収分割は，効力発生日の前日までに当社が北電興業の全株式（自己株式を除

きます。）を直接保有することを条件としています。 

 
３．当社が分割する事業部門の概要 
（１） 分割する部門の事業内容 

当社が営む不動産賃貸事業（社宅・寮を含みます。）及び遊休不動産の活用に関わる

事業   

 

（２） 分割する部門の経営成績 

売上高（2021年 3月期） 331百万円 

 
（３） 分割する資産，負債の項目及び金額（2021年 3月 31日現在） 

資産 負債 
項目 金額 項目 金額 

固定資産 4,527百万円 固定負債 3百万円 

流動資産 3百万円 流動負債 －  

合計 4,530百万円 合計 3百万円 

（注）上記の金額は，2021年 3月 31日現在の当社の貸借対照表を基準として算出してい

るため，実際に承継される金額は，上記金額と異なる可能性があります。 

 

Ⅲ．本件吸収分割後の状況 

本件吸収分割後の当社，ほくでんネットワーク及び北電興業における商号，所在地，代

表者の役職・氏名，事業内容，資本金及び決算期に本件吸収分割による変更はありません。 

 
Ⅳ．今後の見通し 
 本件吸収分割は，当社と連結子会社間及び当社の連結子会社間で行われるため，本件吸

収分割が当社の連結業績に与える影響は軽微です。 
  
 

以上 


